
（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【総務部】

１ 私立学校運営費補助 私立学校の運営費に対する補助33,537,444 34,228,930 34,228,930
国庫 4,306,271 国庫 4,460,221 国庫 4,460,221

１８１億９，４９２万７千円一財29,231,173 一財29,768,709 一財29,768,709 １ 幼稚園

補助単価 169,282円(1,900円増)（学校法人立）

５億１，３３１万３千円２ 小学校

２０億９，００２万５千円３ 中学校

１３０億９，９３９万９千円４ 高等学校

１億 ４５４万４千円５ 特別支援学校

２億２，６７２万２千円６ 専修・各種学校

総務部

－ １ －

【審査の考え方】

県民の多様なニーズに応える教育機会を確保するために、私立

学校の教育条件・学校経営の健全性の維持向上及び修学上の経済

的負担の軽減を図る必要性を認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

２ 私立学校父母負担 私立学校在学生の父母の負担を軽減するための補助4,067,265 10,920,078 10,920,078
国庫 37,187 国庫 7,219,887 国庫 7,219,887軽減事業補助

５億１，５３８万円諸収入 989 繰入 1,231,800 繰入 1,231,800 １ 保育料軽減（幼稚園)

一財 4,029,089 諸収入 1,683 諸収入 1,683

２ 授業料軽減（県内）[小・中・高・特別支援・専修]一財 2,466,708 一財 2,466,708

２５億４，２２３万８千円

（１）小中学校 ７００万円

（２）高等学校 ２５億２，２９２万２千円

〈全日制高校〉

・家計急変・生活保護世帯は授業料全額補助

・授業料相当額（３６万円）を補助する世帯の範囲を

年収５００万円未満まで拡大

・年収６０９万円未満の世帯の補助上限額を２４万円

まで拡大

（３）特別支援学校 ２３６万２千円

（４）高等専修学校 ９９５万４千円

３ 授業料軽減（県外）[高・特別支援]

６，１７３万２千円

総務部

－ ２ －

【審査の考え方】

高等学校等就学支援金の創設を踏まえ、家計急変・生活保護

世帯や低所得者世帯を中心に私立高等学校授業料の負担軽減の

ための助成を充実する必要性を認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

（続き） ４ 高等学校等就学支援金（私立）[高・特別支援・専修]新

７１億７，９２６万５千円

５，０９６万３千円５ 高校への取扱委託料等

６ 入学金軽減（県内）[高・特別支援]

５億７，０５０万円

総務部

－ ２～２ －

年収区分 補助単価 補助総額

全世帯（所得制限なし） 118,800円 65億2,022万1千円

年収250万円未満 237,600円 4億1,829万5千円

年収250万円～350万円未満 178,200円 2億4,074万9千円


